
１　総括

 ⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

 ⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成28年4月1日現在の人数である。

※類似団体平均についは、公表されている数値の直近の年度のものとしています。

 ⑶ ラスパイレス指数の状況

（注） 1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額
を100として計算した指数

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※ 平成28年4月1日現在のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上
昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

平成29年度　三次市人事行政の運営等の状況

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

（平成29年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

4,883,002 13.0

27年度の人件費率

平　成 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

12.1

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり 類似団体平均

28年度 53,989 37,708,722 1,261,351

千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

767,754 3,101,414

給与費 B/A 一人当たり給与費

平　成 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

6,368 5,96328年度 487 2,007,916 325,744

H26.4.1 

98.0  

H26.4.1 

97.9  

H26.4.1 

98.6  H27.4.1 

97.3  

H27.4.1 

97.9  

H27.4.1 

98.7  
H28.4.1 

98.1  

H28.4.1 

98.1  

H28.4.1 

99.1  H29.4.1 

98.1  
H29.4.1 

98.0  

H29.4.1 

99.1  

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

三次市 類似団体平均 全国市平均 

1



 ⑷ 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[　実施　　未実施　]

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由）)

②その他の見直し内容

 ⑸ 特記事項

なし

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 ⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成29年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の2％の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直
　し等に取り組むとされている。

（給料表の改定実施時期）
　　　　平成２７年４月１日

（内容）
　　行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2％引下げ。激変緩和のため経過措置（現給保障）
　を実施。
　　他の給料表（医療職（一）給料表を除く）については、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

　
　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

三次市 45.3 342,231 402,786 335,021

広島県 44.3 341,948 424,545 384,290

国 43.6 330,531 - 410,719

類似団体 42.5 318,443 378,165 348,066

区　　分

公　務　員 民　間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ） Ａ／Ｂ

三次市 52.9 21 369,621 389,417 378,264 ― ― ― ―

うち清掃職員 55.3 4 377,844 399,219 392,844
廃棄物処理業

従業員
45.7 293,000 1.36

うち学校給食員 53.1 8 368,977 385,237 376,477 調理士 45.0 232,800 1.65

広島県 - - - - - ― ― ― ―

国 50.6 2,722 286,833 ― 328,360 ― ― ― ―

類似団体 50.9 30 312,670 340,669 328,874 ― ― ― ―

2



円 円

円 円

円 円

1 「平均給料月額」とは、平成29年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
3 　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成26年～28年の3ヵ年平均）。

　「年収ベースの比較」の「公務員（C）」と「民間（D）」のデータは，それぞれ平均給与月額を12倍したものに，公務員にお
いては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

4 　公務員においては，臨時・非常勤職員を含みませんが，賃金構造基本統計調査は一定の条件のもとでアルバイト等非
正規雇用社員も含んでいます。また，技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり，年齢，業務内容，雇用形態，
平均経験年数等の点において，完全に一致しているものではありません。
　賃金構造基本調査が企業規模10人以上の企業を対象にしているのに対し，人事院及び広島県人事委員会の民間給
与実態調査は事業規模50人以上の事業所を対象としています。

 ⑵ 職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

 ⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在）
区　　　　分

円 円 円

円 円 円

区　　　　分

円

円

区　　分

参　考

年収ベース(試算値)の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

三次市 - - -

うち清掃職員 6,579,766 4,023,000 1.64

うち学校給食員 6,178,198 3,348,600 1.85

（注）

区　　　　　分 三　次　市 広　島　県 国

一般行政職 大　学　卒 178,200 184,800 178,200

高　校　卒 150,500 150,500 146,100

技能労務職 高　校　卒 150,500 － －

経験年数10年以上15年未満 経験年数15年以上20年未満 経験年数20年以上25年未満

一般行政職 大学卒 261,033 325,251 353,321

高校卒 - 282,100 338,480

経験年数25年以上30年未満

一般行政職 大学卒 378,370

高校卒 367,133
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３　等級ごとの職員数等
 ⑴ 等級ごとの職員数の公表（平成29年4月1日現在）

行政職給料表

医療職職給料表（一）

職務
の級

標準的な職務
合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級
主事，技師，保育士，保健師の職
務

42 7.7%

主事 25

71.4% 係員級

保育士 14
保健師 3

計 42

計

主任保育士 392

54.8%
主任 301
計 301

49 8.9%

主任主事 38

2級 6
3

専門員 2
49

4級 係長，主査，保育所長の職務 94 17.1%

係長

主任保健師

3級 主任の職務 301

主任主事，主任技師，主任保育
士，主任保健師の職務

75

94 17.1% 係長級
主査 1

保育所長 18
計 94

5級
課長，支所次長，会計管理者の職
務

43 7.9%

課長 33

1
計 43

43 7.8% 課長級

支所次長 7
会計管理者 1

事務局長（議会事務局） 1
事務局長（監査事務局）

6級
部長，事務部長，局長，支所長の
職務

20 3.6%

部長 8

1
次長（地域包括支援センター） 1
議会事務局長

20 3.7% 部長級

事務部長（病院） 1
局長 1

支所長 7
教育次長

1
計 20

合計 549 100.0%

職務
の級

標準的な職務
合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 医員の職務 22 30.5%
医員 22

69 95.8%

係員級
計 22

2級 部長，医長，副医長の職務 47 65.3%

医長 39
課長及
び係長

級

副医長 7
診療部長 1

計 47

3級 病院長，副院長の職務 3 4.2%
病院長 1

3 4.2% 部長級副院長 2
計 3

合計 72 100.0%
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医療職職給料表（二）

医療職職給料表（三）

（注）１　三次市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

職務
の級

標準的な職務
合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 技師の職務 3 4.5%
技師 3

59 88.1% 係員級

計 3

2級 主任技師の職務 26 38.8%
主任技師 26

計 26

3級 主任の職務 30 44.8%
主任 30
計 30

4級 係長の職務 7 10.4%
係長 7

7 10.4% 係長級
計 7

5級 科長の職務 1 1.5%
科長 1

1 1.5% 課長級
計 1

6級 部長の職務 0 0.0%
該当なし 0

0 0.0% 部長級
計 0

合計 67 100.0%

職務
の級

標準的な職務
合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 技師の職務 44 15.8%
技師 44

251 90.0% 係員級

計 44

2級 主任技師の職務 104 37.2%
主任技師 102

専門員（再任用） 2
計 104

3級 主任の職務 103 36.9%
主任 103
計 103

4級 看護師長，副看護師長の職務 25 9.0%
看護師長 12

9.0% 係長級副看護師長 13
計 25

5級 副部長の職務 2 0.7%
看護副部長

25

1
6級 部長の職務 1 0.4%

看護部長

2 0.7% 課長級
計 2

2

合計 279 100.0%

1 0.3% 部長級
計 1
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 ⑵ 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成29年4月1日現在）

（注）１　三次市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

最高号給の
給料月額

１　　級 主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

　　　　　　　　円

21 5.8 140,100 246,100

２　　級 主任主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

34 9.3 190,200 336,100

３　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

186 51.1 259,900 401,700

４　　級 係長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

64 17.6 286,200 407,200

５　　級 課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

39 10.7 317,000 421,100

６　　級 部長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

20 5.5 361,300 439,400

１級 

5.8% 

１級 

3.5% 
１級 

2.2% 

２級 

9.3% 
２級 

8.3% 
２級 

8.9% 

３級 

51.1% 
３級 

54.4% 

３級 

58.9% 

４級 

17.6% 

４級 

17.1% 

４級 

16.0% 

５級 

10.7% 
５級 

11.3% 

５級 

9.6% 

６級 

5.5% 
６級 

5.4% 

６級 

4.5% 
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 ⑶ 昇給への人事評価の活用状況（三次市）

４　職員の手当の状況

 ⑴ 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合）
期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分
 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　勤勉手当への人事評価の活用状況（三次市）

　昇給日（4月1日）前の一年間に、病気休暇や休職などの日数が一定の日数を超えた職員、又は処分を受けた職員につ
いては、その休暇等の日数や処分内容に応じて昇給号数を減じたり、あるいは昇給しないこととしています。

三　　　　　次　　　　　市 広　　　　　島　　　　　県 国
１人当たり平均支給額（平成28年度） １人当たり平均支給額（平成28年度） ―

1,458 1,644

2.6 1.7 2.6 1.7 2.6 1.7
(1.45) (0.80) (1.45) (0.80) (1.45) (0.80)

役職加算5～15％ 役職加算5～20％、管理職加算15～25％ 役職加算5～20％、管理職加算10～25％

　基準日（6月1日及び12月1日）以前の6か月間に、病気休暇や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員、又は処
分を受けた職員については、その日数や処分内容に応じて、勤勉手当の支給割合を減じています。

平成 28 年 4 月 2 日から平成 29 年 4 月 1 日 

までにおける運用 

三次市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の区分も適用     ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用         

標準に加え、下位の区分も適用         

標準の区分のみ適用 ○  ○      

ロ 人事評価を実施していない     

 

平成 28 年度中における運用 

三次市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用     ○ ○ 

標準に加え、上位の成績率も適用         

標準に加え、下位の成績率も適用         

標準の成績率のみ適用 ○  ○      

ロ 人事評価を実施していない     
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 ⑵ 退職手当（平成29年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額である。

 ⑶ 地域手当
（平成29年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

 ⑷ 特殊勤務手当（平成29年4月1日現在）
千円

　円

　％

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 国

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.583 29.145 34.583

41.325 49.590 41.325 49.590

49.590 49.590 49.590 49.590

・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算） ・定年前早期退職特別措置（2％～45％加算）
・職制上の段階、職務の級等による調整額の加算措置

1,764 21,648

支給実績（平成28年度決算） 1,494

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 498

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都のうち特別区 20.0 1 20.0

広島市 10.0 2 10.0

支給実績（平成28年度決算） 115,873

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 373,781

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度） 31.5

手当の種類（手当数） 6

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

防疫等作業従事手当 防疫作業を行った職員 防疫作業に従事したとき 日額500円

行旅死亡人等取扱手当

行路病人の救護の作業に従事した職
員

行路病人の救護の作業に
従事したとき

１件当たり800円

行路死亡人の収容の作業に従事した
職員

行路死亡人の収容の作業
に従事したとき

１件当たり1,500円

放射線・検査取扱手当
放射線科・検査科に勤務を命ぜられ
作業した職員

放射線科・検査科に勤務を
命ぜられ作業に従事したと
き

日額230円

夜間看護手当
深夜（午後10時から翌日の午前5時ま
での間）において行われる看護等の業
務に従事した職員

放射線科・検査科に勤務を
命ぜられ作業に従事したと
き

２時間未満　　　　　　   2,000円

２時間以上４時間未満  3,400円

４時間以上　　　　　　   3,900円

分べん業務従事手当 分べん業務に従事した医師等

正規の勤務時間内に出生
した新生児に係る分べん業
務に従事したとき

1件当たり10,000円

正規の勤務時間外に出生
した新生児に係る分べん業
務に従事したとき

1件当たり25,000円

救急医療業務従事手当 救急医療業務に従事した医師等

休日又は夜間（午後10時か
ら翌日の午前5時までの間）
において、緊急を要する救
急医療業務に従事したとき

1件当たり7,000円
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 ⑸ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在

の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員

を含む。

 ⑹ その他の手当（平成29年4月1日現在）

円

円

円 円

円

円

円

円

円

支 給 実 績 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 470,580

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 552

支 給 実 績 （ 平 成 28 年 度 決 算 ） 491,564

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 28 年 度 決 算 ） 559

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(平成28年度決算）

支給実績
支給職員１人当た
り平均支給年額

扶養手当

　配偶者 10,000

同じ - 95,466　（配偶者無）

　配偶者以外2人目以降 6,500

満16歳年度初めから満22歳年度末までの
間にある子1人につき5、000円加算

215,013 円

　配偶者以外1人目
8,000 円

　（配偶者有）

　配偶者以外1人目
10,000 円

27,000 同じ - 62,934

千円

千円 270,103

通勤手当

通勤の為、公共交通機関、交通用具を利
用・使用している職員

同じ - 70,726 千円 92,573

住居手当 　借家　（上限）

円
　交通機関

55,000 円
　（1ヶ月あたり支給限度額）

　交通用具
23,600 円

　（1ヶ月あたり支給限度額）

単身赴任手当
異動等により転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居し、単身で生活している
職員　30,000円～100,000円（距離加算）

同じ - 7,086 千円 354,300 円

管理職手当

管理監督の地位にある職員

異なる - 38,349 千円 518,226 円

　行政職部長級 53,000

　行政職次長級 41,000

　医療職部長級 81,000

　医療職次長級 56,000

　行政・医療職課長級 31,000

（平成18年度から育児休暇制度に係る代
替職員の原資として10％削減し定額化し
た）

休日給手当
休日等における正規の勤務時間中に勤務
した職員　　給料の時間単価×1.35×時間
数

同じ - 時間外勤務手当に含む
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病院職員の手当

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日現在）

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円

円

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

（注）２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）勤めた場合における

　　　　退職手当の見込額である。

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(平成28年度決算）

支給実績
支給職員１人当た
り平均支給年額

夜間勤務手当
正規の勤務時間として深夜に勤務した職
員　　給料の時間単価×0.25×時間数

同じ - 25,082 千円 137,813 円

宿日直手当

宿日直勤務を命ぜられた職員

準拠
自宅待機を
命ぜられた
職員　無

49,964 千円

10,000

医療技能職 3,600

320,282 円

　一般行政職 4,200

　医療技能職 7,200

　医師 20,000

　自宅待機
医師

管理職特別
勤務手当

週休日等に臨時・緊急の必要により勤務し
た管理職員　　 　4、000円～12、000円

同 - 1,893 千円 631,000 円

特地勤務手当
医師、歯科医師が赴任する場合の生活不
便に対し、医師、歯科医師確保のため
（給料月額＋扶養手当月額）×１５％

準拠
地域によっ
て支給の有
無がある

62,669 千円 895,266 円

区　　　分
給 料 月 額 等

三次市 (参考）　類似団体における最高／最低額

給
料

市            長 900,000 円 1,000,000 560,000

副 市 長 730,000 円 802,000 448,000

報
酬

議 長 454,000 円 550,000 347,900

副 議 長 407,000 円 500,000 285,100

議 員 371,000 円 470,000 268,200

期
末
手
当

市 長 　　（平成29年度支給割合）

副 市 長 4.30 月分

議 長 　　（平成29年度支給割合）

副 議 長
4.30 月分

議 員

退
職
手
当

　　（算定方式） （1期の手当額） 　（支給時期）

市 長 900,000円×支給率（５．０）×年数 18,000,000 退職時

副 市 長 730,000円×支給率（３．０）×年数 8,760,000 退職時
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６　職員数の状況
⑴ 職員の採用状況（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

○再任用

⑵ 職員の退職の状況（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

（注）１　定年退職：地方公務員法第28条の2第1項の規定により離職すること。

　　　２　普通退職：自己都合により退職すること。

試 験 職 種 平成28年度採用者数 平成27年度採用者数

市
長
事
務
部
局
等

事務職 10 人 11 人

身体障害者対象事務職

技師 1 人

保育士 4 人

保健師 2 人

看護師（診療所）

教育委員会指導主事 2 人

小　計 15 人 15 人

中
央
病
院

医師 13 人 19 人

医療技術職 1 人 6 人

看護師・助産師 16 人 17 人

小　計 30 人 42 人

合　計 45 人 57 人

区　分　等 平成28年度人数

市長事務部局等
フルタイム勤務 -

短時間勤務 13人

中央病院（医療職）
フルタイム勤務 1人

短時間勤務 -

区分
市長事務部局等 中央病院（医療職）

平成28年度退職者数 前年度退職者数 平成28年度退職者数 前年度退職者数

定 年 退 職 22人                          12人                         2人                             3人                           

普 通 退 職 17人                          8人                           37人                           30人                         

分 限 免 職 -                               -                              -                                -                              

懲 戒 免 職 -                               -                              -                                -                              

失 職 -                               -                              -                                -                              

死 亡 退 職 -                               -                              1人                             -                              

合 計 39人                          20人                         40人                           33人                         
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⑶ 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

⑷ 年齢別職員構成の状況（平成29年4月1日現在）

　

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成28年 平成29年

普

通

会

計

部

門

一

般

行

政

部

門

議　　　会 6 6           

税　　　務 35 34 △ 1    

総　　　務 129 124 △ 5    ・退職不補充（1），総務・監査・相談部門の事務事業見直し（各１）、公共交通業務の他部署移管（１）

・市民税部門の事務事業見直し

民　　　生 166 163 △ 3    ・出向の終了（１），保険年金部門・支所の事務事業見直し（各1）

衛　　　生 22 21 △ 1    ・し尿処理関係職員の退職不補充による減

労　　　働 1 1           

農林水産 31 33 2        ・新プロジェクトに伴う部門新設

商　　　工 8 9 1        ・観光業務充実

土　　　木 47 47           

計 445 438 △ 7    
＜参考＞　人口１万人当たり職員数   　81.13人

　　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　 60.64人）

教育関係 42 42           ・機構改革に伴う部門の統合による減（1），学芸員業務の充実（１）

小　　　計 487 480 △ 7       
＜参考＞　人口１万人当たり職員数    88.91   人

　　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　81.84人）

公
営
企
業
等
会
計

部
門

病　　院 423 435 12      ・病院業務の充実

水　　道 14 14           

そ の 他 38 38           

小　　　計 475 487 12      

合　　　　計
962 967 5        ＜参考＞　

[ 1,287   ］ [ 1,287   ］      人口１万人当たり職員数   179.11   人

区　分
20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 48 80 85 74 84 156 132 111 102 88 7 967

0

5

10

15

20

構成比 

５年前の構成比 

% 
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⑸ 職員数の推移

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　

　　　　　　　　　区　　分

部　　門
24年 25年 26年 27年 28年 29年

過 去 ５ 年 間
の 増 減 数 ( 率 )

一 般 行 政 507人        480人       467人      447人      445人        438人       ▲ 69人    (▲13.6%)  

42人         教 育 49人         48人        47人        41人        42人         ▲ 7人     (▲14.3%)  

普 通 会 計 計 556人        528人       514人      488人      487人        480人       ▲ 76人    (▲13.7%)  

公 営 企 業 会 計 等 430人        445人       460人      478人      475人        487人       57人        (13.3%)     

967人       ▲ 19人    (▲1.9%)   総 合 計 986人        973人       974人      966人      962人        
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７　公営企業職員の状況
　⑴ 水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成28年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成16年4月1日新設合併

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成29年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

イ　退職手当（平成29年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　　　支給なし

エ　特殊勤務手当　　　支給なし

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率 平成27年度の総費用に

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

平　成 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

28年度 1,103,310 38,384 47,437 4.3 4.3

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）　市 町 村

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

平　成 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

28年度 8 33,952 4,262 9,223 47,437 5,930 6,166

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

三 次 市 水 道 事 業 46.0 368,836 582,090

三 次 市 （ 一 般 行 政 職 ） 45.3 352,697 527,610

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 三　　　次　　　市　　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成28年度） １人当たり平均支給額（平成28年度）
1,667 1,574

2.6 1.7 2.6 1.7

役職加算5％～15％ 役職加算5％～15％

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 三　　次　　市　　（一般行政職）

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.583 29.145 34.583

41.325 49.590 41.325 49.590

49.590 49.590 49.590 49.590
・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算） ・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算）

0 0 18,526 22,596
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日
　現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時
　間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成29年4月1日現在）

円

円

円 円

円

円

円

円

円

支 給 実 績 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 1,291

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 161

支 給 実 績 （ 平 成 28 年 度 決 算 ） 3,330

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 28 年 度 決 算 ） 416

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(平成28年度決算）

支給実績
支給職員1人当た
り平均支給年額

扶養手当

　配偶者 10,000

同じ - 1,038
　（配偶者無）

　配偶者以外2人目以降 6,500

満16歳年度初めから満22歳年度末までの
間にある子1人につき5,000円加算

259,500 円

　配偶者以外1人目
8,000 円

　（配偶者有）

　配偶者以外1人目
10,000 円

27,000 同じ - 324

千円

千円 324,000

通勤手当

通勤の為、公共交通機関、交通用具を利
用・使用している職員

同じ - 698 千円 87,250

住居手当 　借家（上限）

円
　交通機関

55,000 円
　（1ヶ月あたり支給限度額）

　交通用具
23,600 円

　（1ヶ月あたり支給限度額）

単身赴任手当
異動等により転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居し、単身で生活している
職員　30,000円～100,000円（距離加算）

同じ - 0 千円 0 円

管理職手当

管理監督の地位にある職員

異なる - 372 千円 372,000 円

　行政職部長級 53,000

　行政職次長級 41,000

　医療職部長級 81,000

　医療職次長級 56,000

　行政・医療職課長級 31,000
（平成18年度から育児休暇制度に係る代替
職員の原資として10％削減し定額化した）

休日給手当
休日等における正規の勤務時間中に勤務
した職員　　給料の時間単価×1.35×時間
数

- 時間外勤務手当に含む同じ
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８　勤務時間その他の勤務条件の状況

⑴ 勤務時間等（平成29年4月1日現在）

⑵ 年次有給休暇の使用状況（平成29年）

⑶ 休暇の導入状況

 １週間の勤務時間 38時間45分

 １日の勤務時間 7時間45分

 勤務時間の開始時刻 午前8時30分

 勤務時間の終了時刻 午後5時15分

 休 憩 時 間 午後零時から午後1時まで

 週休日 日曜日及び土曜日

付与日数 平均使用日数（行政職）

骨髄液・末梢血管細胞移植のための末梢血
管細胞を提供する場合

必要と認められる期間

ボランティア活動を行う場合 5日/年以内

結婚する場合

20日（最大で繰越20日を含めて40日） 10.18

項目 付与日数等

年次有給休暇

女子職員が分べんする場合
産前 出産予定日の8週間（多胎妊娠の場合は14週間）前から出産までの期間

産後 出産の日の翌日から8週間を経過する日までの期間

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
休
　
　
　
　
暇

選挙権その他の公民権としての権利を行使
する場合

必要と認められる期間

裁判員，証人，鑑定人，参考人として出頭
する場合

必要と認められる期間

妊娠中又は出産の日以後1年以内の女子職員
が保健指導又は健康診査を受ける場合

必要と認められる時間

妊娠中の職員で通勤緩和措置が必要である
と認められる場合

1時間/日以内で必要と認められる場合

生理日において勤務することが著しく困難
である女子職員の場合

2日/回で必要と認められる期間

生後1年に達しない子を保育（授乳等）する
場合

1日2回それぞれ30分以内の時間

配偶者が出産する場合
出産のために入院する日から産後2週間を経過する期間内における2日以
内

中学校就学前の子の看護 5日/年以内（2人以上の場合は10日/年以内）

親族が死亡した場合（忌引） 1日から7日以内（続柄により付与日数は異なる）

父母を追悼する場合（父母の死亡後15年以
内に行う場合に限る）

1日

夏季休暇 7月から9月までの間で3日以内

災害により現住居が滅失・損壊した場合 連続する7日（週休日を含む）の範囲内の期間

災害・交通機関の事故等により出勤が困難
な場合

必要と認められる期間

災害により退勤途上の危険を回避する場合 必要と認められる期間

心身の健康の維持及び増進等の場合
（リフレッシュ休暇）

2日/年度

連続する5日以内の期間

1年につき20日（20日を限度に翌年度に繰越可）
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⑷ 育児休業等の利用状況（平成28年度）

９　分限及び懲戒の状況

⑴ 分限処分の状況

※ 平成28年度の休職者のすべてが，心身の故障のため長期休養を要する場合に該当するものでした。

⑵ 懲戒処分の状況

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
休
　
　
　
　
暇

1歳6箇月未満の子どもを有する職員で配偶
者とともに子育てに専念する場合
（お父さんお母さん休暇）

1人の子どもにつき最長2箇月

負傷，疾病又は老齢により2週間以上の期間
にわたり日常生活を営むのに支障がある者
の介護及び必要な世話を行う場合
（短期介護休暇）

5日/年以内（2人以上の場合は10日/年以内）

病気休暇
90日（精神疾患の場合は180日）を超えない範囲でその療養に必要と認
められる期間

介護休暇（無給休暇）
職員が親族を2週間以上の期間にわたり介護を行う場合に，合計6箇月の
期間内で必要と認められる期間

種　別 制　　度　　の　　内　　容 取得人数（人）

介護時間（無給休暇）
職員が親族を2週間以上の期間にわたり介護を行う場合に，連続する3年
の期間内で必要と認められる期間（1日の勤務時間のうち，2時間を超え
ない範囲とする）

育児休業 3歳に満たない子を養育するために休業することができる制度 62人

部分休業
小学校就学の始期に達するまでの子を養育しつつ勤務する場合において，1日の
勤務時間のうち2時間を限度として勤務しないことができる制度

27人

育児短時間勤務
小学校就学の始期に達するまでの子を養育しつつ勤務する場合において，一定の
勤務形態により，希望する日及び時間帯において短時間勤務をすることができる
制度

2人

　分限処分は，職員が職責を十分に果たすことができない場合に，職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたら
す処分で，公務能率の維持向上を図ることを目的としています，分限処分には，降任，免職，休職，降給の4種類が
あります。
　平成28年度に行った分限処分は，次のとおりです。

降任 免職 休職 降給 合計

0人 0人 9人 0人 9人

　懲戒処分は，職員の一定の服務義務違反に対して科する制裁としての処分で，公務における規律と秩序の維持を目
的として職員の道義的責任を問うものです。懲戒処分には，戒告，減給，停職，免職の4種類があります。
　平成28年度に行った懲戒処分は，次のとおりです。

戒告 減給 停職 免職 合計

0人 0人 1人 0人 1人
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10　職員研修の状況（行政職）

⑴ 人材育成・能力開発研修

⑵ 自己開発研修

項　目 対象者 目的・内容 参加者数

人事評価制度研修
部長級職員
課長級職員

組織・人材マネジメントスキルの康応，意
識改革，評価者の目線合わせ・目標設定の
重要性の再確認を図る。

62人

新任課長級・係長級研修
新任課長級職員
新任係長級職員

課長級・係長級職員に対して組織が求める
役割を理解し，人材マネジメントに生かし
ていく。

14人

メンタルヘルス研修 全階層
自分の強みを活かしたメンタルトレーニン
グを学ぶ。

80人

ハラスメント防止研修 全職員

個人情報保護について再確認する。 180人

簿記研修
部長級職員

庶務担当職員
複式簿記の手法を理解する。 303人

法制執務研修 全階層 行政運営及び議会対応の適正化を図る。 55人

異業種交流会（マネージャーコース） 係長級
自己変革の現場実践・組織変革の現場実践
によるリーダーシップの醸成を図る。

1人

安全運転研修 全職員
交通事故防止，交通安全意識の向上を図
る。

860人

個人情報保護研修
市民課
各支所

主事級職員

項目 目的・内容 平成28年度実績

自主研究グループ助成

市行政に関して自主的に研究を行い，市政の活性化と市のまちづく
りの一役を担うことを目的に活動している職員のグループの活動に
対して助成を行い，職員の自己啓発意欲の向上と市の活性化を図る
ことを目的とする。

4グループ

セクシャルハラスメントやパワーハラスメ
ントに対する危機意識を醸成し，ハラスメ
ントを発生させない職場づくりを学ぶ。

852人

県北３市合同政策形成研修 中堅職員
県北３市（三次市，安芸高田市，庄原市）
の中堅職員の政策形成能力の向上と職員同
士の交流・連携を図る。

5人

ハラスメント相談員研修
ハラスメント相談
窓口担当

ハラスメント相談員の役割・対応方法を学
ぶ

14人

新規採用職員夏合宿
新規採用職員
（保育士含む）

自ら一歩踏み出すことができる行動力の
伴った職員をめざす。

14人

障害者差別解消法の施行に伴う研修 全職員
障害者差別解消法についての理解を深め
る。

新規採用職員チューター制度 新規採用職員
職場内でのOJTと新規採用職員の計画的育成
に資する。

9人

人材マネジメントの中心となる指導者を養
成するとともに，実現可能な政策モデルを
構築していく。

3人

全階層 階層別の職員研修を実施。 126人

各所属専門研修 全階層
現場で求められる専門的知識を学習し，業
務に活用する。

112人

852人

早稲田大学大学院人材マネジメント部
会

中堅職員

広島県自治総合研修センター
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11　職員の退職管理の状況

⑴ 職員の退職管理の状況
（単位：人）

（注）三次市職員の退職管理に関する条例第３条に基づき，離職後２年間に営利企業等に再就職したとして届け出た職員
数です。

12　勤務条件に関する措置の要求の状況
（単位：件）

13　不利益処分に関する審査請求の状況
（単位：件）

区　　分
民間企業

（株式会社・有限会社）
左記以外の法人

平成28年度退職者 1人 3人

Ｈ28.4.1～Ｈ29.3.31の
終結件数

Ｃ

Ｈ29.3.31現在
継続件数

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

Ｈ29.3.31現在
継続件数

Ａ

Ｈ28.4.1～Ｈ29.3.31の
措置要求の件数

Ｂ

Ｈ28.4.1～Ｈ29.3.31の
終結件数

Ｃ

Ｈ29.3.31現在
継続件数

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

0 0 0 0

0 0 0 0

Ｈ29.3.31現在
継続件数

Ａ

Ｈ28.4.1～Ｈ29.3.31の
審査請求の件数

Ｂ
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